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短期的な検討課題

資料３

令和５年１２月２２日
適正な施工確保のための技術者制度検討会（第２期）
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短期的な検討課題（案）

【早期に検討すべき理由】

○企業集団制度の合理化 （前期とりまとめ⑤５）「企業集団に関する技術者の有効活用」）

・ 連結子会社間、親会社と持分法適用会社間の在席出向の取り扱い

○働き方改革の推進への対応 （前期とりまとめ⑤「働き方改革（職場環境の改善等）の推進」）

・ 監理技術者等の専任の取り扱いの明確化

・ 監理技術者を支援する者の配置

担い手不足や令和６年４月からの時間外労働上限規制の適用を踏まえ、働き方改革・

生産性向上に資する制度見直し等について、早期の検討が必要。

【検討課題】
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

①企業集団制度の合理化
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非連結子会社
（持分法適用会社）

現行の企業集団制度の概要

連結子会社

【業許可あり・経審あり※】

連結子会社

【業許可あり・経審あり※】

親会社 【業許可・経審なし※ 】

在籍出向配置可

不可

子会社間は
不可

【企業集団制度】

・特例として、親会社およびその連結子会社の間の出向社員を、出向先会社が監理技術者等として置く場合、

当該出向社員と当該出向先の会社との間に、直接的かつ恒常的な雇用関係があるものとして取り扱う

○ ○在籍出向配置可 ×

×
不可

×

企業集団

【監理技術者等の配置】

元請け
監理技術者 配置要件：4500万円以上※１

専任要件：
4000万円以上※2主任技術者 配置要件：4500万円未満※１

下請け 主任技術者 金額に関わらず配置

※1：下請金額、建築一式は7000万以上 ※2：請負金額、建築一式は8000万以上

親会社・子会社両方が経審
取得の場合は不可

・建設工事については、原則として

必ず監理技術者又は主任技術者を配置することが必要。

・監理技術者等は、所属建設会社と“直接的かつ恒常的”な雇用関係に

ある必要。

⇒「派遣」や「在籍出向者」は配置不可

※親会社が経審ありで、子会社全てが経審なしの場合も可

4



（参考）現行の企業集団制度の申請状況
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○令和５年９月末時点で、企業集団認定がされているグループは、１０４グループ。
○製造業が一番多く、次いで、建設業、卸売・小売業が多い状況。
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企業集団制度の合理化の検討について

各建設企業は、経営の効率化等の観点から、企業の合併など、様々な対応を行っているところ

である。

限られた技術者を有効活用するとともに、現場での経験を積ませることによって技術力の向上を

図っていく観点からも、例えば企業集団を構成する会社間における技術者の融通機会を拡大する

ことについても検討していくべきである。

【建設分野における監理技術者等の活躍に向けた制度運用の柔軟化】

国土交通省は、所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることが求められている監理

技術者及び主任技術者について、特例として親会社及びその連結子会社の間の在籍出向者を当

該出向先の会社との間に直接的かつ恒常的な雇用関係があるものとして取り扱うことが認められ

ているところ、この特例を親会社及びその持分法適用会社の間の在籍出向者、同一持株会社の

連結会社間の在籍出向者についても拡充可能かどうか、該当する事例に関する実態の調査、他

法令における規制の態様を踏まえて検討を行い、その結果に基づいて必要な見直しを行う。

（令和５年度中の措置を目指す）

＜前期検討会とりまとめ（抜粋）＞

＜規制改革実施計画（令和５年６月１６日閣議決定）＞
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企業集団制度に対する具体的な要望

非連結子会社
（持分法適用会社※）

連結子会社

【業許可あり・経審あり】

連結子会社

【業許可あり・経審あり】

親会社 【業許可・経審なし 】

在籍出向配置可

不可

子会社間は
不可

○ ○在籍出向配置可 ×

×
不可

×

緩和要望
（○にしてほしい）
【日本経済団体連合会、住宅会社】

緩和要望
（○にしてほしい）
【日本経済団体連合会】企業集団

親会社・子会社両方が経審
取得の場合は不可

緩和要望
（経審有無の要件をなくしてほしい）
【電機機器会社、住宅会社】

※親会社が議決権の20～50％を
所有している等
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①直接的雇用関係 ②恒常的雇用関係

○監理技術者等は、所属建設会社と“直接的かつ恒常的”な雇用関係にある必要。
（派遣や在籍出向者は配置不可）

・監理技術者等とその所属建設業者との間に第 三者の介入する

余地のない雇用に関する一定の権利義務関係（賃金、労働時間、

雇用、権利構成）が存在すること。【監理技術者制度運用マニュアル】

⇒技術者配置の責任関係を明確化

（在籍出向者は、出向元・出向先の２者との雇用契約）

・一定の期間にわたり当該建設業者に勤務し、監理技術

者等と所属建設業者が双方の持つ技術力を熟知し、建

設業者が責任を持って技術者を工事現場に配置できると

ともに、建設業者が組織として有する技術力を、十分かつ

円滑に活用して工事の管理等の業務を行うことができる

こと。

（公共事業においては、入札申込日に３ヶ月以上の雇用

関係が必要）【監理技術者制度運用マニュアル】

⇒技術者が建設業者の技術力を活用するための要件

現行の企業集団制度の考え方

【第147回国会 衆議院 建設委員会 第11号 平成12年4月21日】

○風岡政府参考人 私どもは、建設業法におきましては、監理技術者の雇用関係というのは直接的、恒常的な雇用関係ということ

を前提にしております。これは、やはり発注する人というのはその業者の技術力を期待するということでありますので、瞬間的にそ

の業者にある技術者がいるということではなくて、やはり恒常的なことというのが基本的ではないかというふうに思っております。

特に、余りその辺を緩くしますと、全く技術者を置かないペーパーカンパニーが時々技術者を集めて仕事をとるということで、その

工事ができ上がった後の責任関係の問題とか維持管理の問題とかいうことを含めて、やはりそれなりの雇用関係があるということ

が基本としては必要ではないかと思っております。 8



③企業集団制度：特例として、親会社と連結子会社間の在籍出向社員は、配置可能とする

・直接的かつ恒常的な雇用関係の特例として、親会社と連結子会社間の在籍出

向の場合は、直接的かつ恒常的な雇用関係が有るものとして、技術者の配置を

可能としている。

（理由）

・直接的雇用関係 ： 親会社と連結子会社間は、親会社の支配力のもとで、一体と

見なすことが可能。

・恒常的雇用関係 ： 親会社と子会社は、事業において一定のノウハウの共有が

なされていると考えられるため、技術者が組織の 有する技術力を活用して円滑に

工事の管理等を行うことが可能。

現行の企業集団制度の考え方

ペーパー
カンパニー

親会社

子会社

他会社

指名獲得
↓

在籍出向

入札機会拡大のためのペーパーカンパニー設立

他会社

ペーパー
カンパニー

ペーパー
カンパニー

指名競争入札

・公共事業において、入札機会拡大のためのペーパーカンパニーの設立等の懸念が生じるため、不良・不適格業者等の排除の観

点から、親会社及び子会社の両者が経審取得の場合及び 子会社間は、在籍出向者の技術者配置を認めないこととしている。

・親会社及び子会社の両者が
経審を取得している場合
（公共事業中心の企業グループ）

・子会社間の場合

を不可としている

※経審の要件
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企業集団制度にかかる個別ヒアリング概要（在籍出向について）

①電気通信会社（改正要望 ： 親会社－持分法適用会社（非連結）間※を可能、同一持株会社の連結会社間を可能）

・「親会社と持分法適用会社間」および「同一持株会社の連結会社間」の在籍出向者の技術者配置を可能として

ほしい。

・ 複数社で新規企業を早期に立ち上げる必要がある場合、各社の雇用条件を揃えて転籍させる作業は非常に

時間を要するため、実質的に転籍は不可能。

・ 転籍の場合、本人への説明をより早期に行う必要がある等、個人との間の手続きに時間を要する。

・ 出向は、短い人で２～３年、長い人で７～８年。

②電気機器会社 （改正要望 ： 経営事項審査有無条件の撤廃）

③住宅会社 （改正要望 ： 連結子会社間を可能、経営事項審査有無条件の撤廃）

・ 親会社・連結子会社いずれも経営事項審査を受けている場合にも在籍出向者の技術者配置を可能としてほしい。

・ 現在、子会社への出向は転籍の形が主体。

・ 一方で、転籍については、本人負担が大きく、また手続きが煩雑等、課題が多い。

・ 出向期間は、少なくて３年、長くて１０年程度。単発のプロジェクト終了後すぐ帰任するものではない。

・ 経営事項審査の有無要件の廃止、連結子会社間での在籍出向者の技術者配置を可能としてほしい。

・ 組織再編を円滑に進めるために、在籍出向を認めて貰えるとありがたい。

・ 短期の出向ではなく、長期的な出向を想定している。

・ 社員の転籍には本人の同意が必要になり、手続きも色々と複雑で現実的でない。 10



【参考】日本経済団体連合会の要望の背景事例

親会社－持分法適
用会社間

の事例イメージ

連結子会社間
の事例イメージ
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※規制改革会議第１回共通課題対策ワーキンググループ（R4.11.1）資料（一般社団法人日本経済団体連合会提出資料）より抜粋



（参考）企業集団制度の確認方法（現在）

＜現在の確認方法（即時配置可能型）＞

提出書類と確認事項

①確認書
・企業集団制度の認定を受けていること、
・当該技術者の出向元、出向先企業が
確認書に記載の親会社と連結子会社に
記載されていることを確認

②出向契約書等
当該技術者が出向先企業と雇用契約が
あることを確認

③健康保険証等
当該技術者が出向元と直接的かつ恒常
的な雇用関係があることを確認

確認書
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

②働き方改革の推進への対応

・監理技術者等の専任の取り扱いの明確化

・監理技術者等を支援する者の配置
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監理技術者等の専任の取り扱いの明確化

現行の規定等

○主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化について（平成30年12月3日付建設業課長通知）

・「監理技術者等は、当該工事現場にて業務を行うことが基本と考えられる。」と記載

○監理技術者制度運用マニュアル（令和４年１２月２３日付建設業課長通知）

・「監理技術者等が育児等のために短時間現場を離れることが可能となるような体制を確保」

・「適切な施工ができる体制を確保する（例えば、必要な資格を有する代理の技術者を配置する、

工事の品質確保等に支障の無い範囲において、連絡を取りうる体制及び必要に応じて現場に

戻りうる体制を確保する等」）

・専任とは、他の工事現場に係る職務を兼務せず、常時継続的に当該工事現場に係る職務に
のみ従事していることを意味するものであり、必ずしも当該工事現場への常駐（現場施工の
稼働中、特別の理由がある場合を除き、常時継続的に当該工事現場に滞在していること）を
必要とするものではない。

○監理技術者制度運用マニュアル（令和４年１２月２３日付建設業課長通知）

【「専任」の定義】

【「現場での業務が基本」「不在時の体制整備が強調されている記述」の例】
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（参考）「建設ＤＸ研究会」での議論
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（参考）中央建設業審議会基本問題小委員会R5.9.19とりまとめ

【とりまとめ本文（抜粋）】
②労働者のワークライフバランスを実現する働き方改革に
関する施策の検討

工期に関する基準を参照した適切な工期の設定・変更
や令和６年４月から適用される罰則付き時間外労働規制を
はじめとする労働基準法等の関連制度について、関係省庁
とも連携しながら、公共・民間の発注者及び建設事業者に
対して周知を行うとともに、一斉閉所や柔軟な休日の設定の
取組を着実に広げていく必要がある。
その際、多様な働き方という観点にも留意しつつ、勤務間
インターバル制度など今後普及・促進していくことが働き方
改革に資すると考えられる先進的な取組についても、情報
収集・横展開や、工期に関する基準及びそのガイドラインへ
の位置づけを含めた普及方策を検討すべきである。

とりまとめ参考資料より
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監理技術者等の専任の取り扱いの明確化

○360°カメラ、ウェアラブルカメラ、動画を常時通信するネットワーク機能などが高度化してきて

おり、建設現場における遠隔施工管理も日々進展している。

○「専任」は、マニュアルにおいて、「他の工事現場に係る職務を兼務せず、常時継続的に当該

工事現場に係る職務にのみ従事していること意味するものであり、必ずしも当該工事現場へ

常駐を必要とするものではない」とされている。

○一方で、現在の通知・マニュアルは「現場で業務を行うことを基本」と記載されており、

整合を図ることを検討すべきではないか。

○働き方改革の観点から、育児等を含む休暇取得や勤務時間インターバルによる休養が柔軟に

出来ることが重要となってきている。

○現在の通知・マニュアルにおいて、配置技術者が常時対応することが基本とされ、

不在時の体制整備が強調されているため、柔軟な休暇取得が可能となるよう改正を行うべき

ではないか。

遠隔施工管理の進展

働き方改革の観点

問題認識・論点
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技術者・技能者の休日取得・超勤状況

出典：国土交通省「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」（令和５年５月31公表）

４５h/月超 ： １３．１％
８０h/月超 ： ０．７％

４５h/月超 ： ４．６％
８０h/月超 ： ０．８％

技術者

残業時間については、技能者より技術者の方が多い傾向にあり、４５時間超えも１３％程度ある状況。

技能者
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技術者不足の状況

○リーマンショック・東日本大震災を境に、建設業全体の有効求人倍率は右肩上がりで増え続けている。

○技術者（建築・土木・測量）の有効求人倍率は全職業と比較して、約5.3倍高い（R４年度）。

資料出所：厚生労働省「一般職業紹介状況」

1. 職業分類で、製造業は「生産工程・労務の職業」を参照。
2. 職業分類で、技術者（建築・土木・測量）は「建築・土木・測量技術者」、技能者（躯体工事）は「建設躯体工事の職業」、技能者（建設）は「建設の職業」、技能者（土木）は「土木の職業」を参照。

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4

建築・土木・測量技術者 1.11 0.96 0.80 0.99 1.26 2.00 1.93 1.71 1.24 0.79 0.93 1.56 2.43 3.62 3.96 4.17 4.98 5.79 6.26 6.65 5.87 6.19 6.53

専門的・技術的職業従業者 0.80 0.81 0.77 0.97 1.25 1.55 1.71 1.70 1.43 0.81 0.95 1.24 1.32 1.48 1.65 1.77 1.93 2.11 2.23 2.19 1.72 1.79 1.93

全職業 0.47 0.42 0.41 0.53 0.71 0.84 0.92 0.87 0.64 0.34 0.44 0.55 0.66 0.78 0.91 1.01 1.15 1.31 1.42 1.39 1.01 1.09 1.23

6.53 

1.93 

1.23 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

有
効

求
人

倍
率

年度

単位：倍

建築・土木・測量技術者 専門的・技術的職業従業者 全職業

有効求人倍率の推移 *常用（パート除く）
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監理技術者等を支援する者の配置

【現行の規定等】

【現状認識】

○監理技術者制度運用マニュアル（令和５年１月１日付）

・大規模な工事現場等については、監理技術者に求められる役割を一人の監理技術者が直接こなすことは

困難であり、良好な施工を確保するためにも、監理技術者を支援する他の技術者を同じ建設業者に所属

する技術者の中から配置することが望ましい。

○建設業における時間外労働上限規制が令和６年４月から適用されるが、例えば、技術者の

週休二日の取得状況は未だ十分ではない状況。

○当該現場技術者のみでは対応ができず、バックオフィスによる支援が効果的な事例が増えて

きている。
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（参考）バックオフィスによる支援等の事例※

※建設業における働き方改革の推進のための事例集（令和５年５月、国土交通省
建設業課）よりバックオフィスによる支援事例を抜粋。（写真等を削除する等加工
あり） 21


